
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2023年 度 事 業 報 告 書

特定非営利活動法人 D ia losue for Peoole

1 事業の成果
▼全般

これまでの課題だった発信者の少なさの解消だが、新規の職員を採用できたことで大きく改善され、団

体 Webベージでの記事の発信は前年度比で約 20%増 となった。海外取材の日数についても概ねコロナ禍

以前の水準に戻るとともに、国内取材についても前年度以上に充実したものとなった。若手発信者育成

事業については、概ね計画通りに実施することができたが、応募者の減少や、新規でトライした内容にに

ついて参加者からの評価は高くなく、その部分は課題として残った。緊急人道支援事業は、本年度は具体

的な支援事業は行わなかった。

▼国内外における社会課題を発信する事業

<概要>
取材日数については概ね目標を達成。団体 Webページ、You■ lbe、 外部メディアでの発信など、いずれ

も年度初めに定めた目標を達成することができた。要因としては新規職員の雇用が大きく、とりわけ発

信数の増加に寄与した。これまで大きな課題であった、団体 Webベージをメディアサイ ト的にリニュー

アルすることについても、ようやく年度途中に具体的な業務として取り組むことができ、2024年度ロー

ンチに向けて準備中である。

<海外取材>
3月 にイラク及びシリアに渡航。イラクでは「イラク戦争開戦」から20年の今と、それ以前から続くク

ル ド人虐殺・迫害の歴史の取材や、報道の自由が限られた中で活動するジャーナリストヘの取材。シリア

では戦争では 2023年 2月 に発生した地震被害などの取材を実施。7月 には韓国にて「光州事件」(5.18

民主化運動)を取材。10月 にフィリピンにて太平洋戦争時の日本の加害の歴史や、現地で児童養護施設

を運営する NPOを取材。12月 ～1月 にかけては、紛争が激化するパレステナのヨルダン川西岸地区を

取材。様々な国や地域、テーマで取材をすることができた。

<国内取材>
1年間を通して様々なテーマの取材を実施でき、取材回数は前年度比で約 40%増 となった。その中でも6

月に成立した改定入管法に関する取材は人権の観点から特に注力して行った。その他、ヘイトクライム

に関してや、東日本大震災に伴う東京電力福島第一原子力発電所の事故に関する取材なども、これまで

以上に精力的に行うことができた。

<自社媒体発信>
。Web:こ ちらも記事数で前年度比約 20%増 と大幅に発信を増やすことができた。PV数については世間

の耳目が集まっているテーマについては伸びるが、あまり注目されてないテーマについてはそれほど閲

覧されないという傾向があるが、弊会の存在意義を考えるとむしろあまり注目されていない (=周辺化

されている)テーマこそ発信する意味があり、引き続き PV数のみを評価指標としない活動を継続してい



きたい。

・Youn■e:年度初めに立てた目標は達成したものの、本来出したかった海外取材の動画の公開に時間が

かかるなど、引き続き編集に関するヒューマンパワーの不足は課題である。ただ前年度に続き、週に 1回

の LIVE配信企画である RadiO Dia10gueは 問題なく継続できているとともに、視聴回数/チャンネル登

録者の面で Younおe企画全体を支えている。特に

中央値は回を重ねるごとに良くなってきており、事業内容に鑑みもっとも効果的な施策となっていると

言える。

・フリーマガジン :予定通り、年に 2回発行することができた。引き続き講演会などで多くの方に届け

ることができた。特に書店などでの配架は前年度の 2倍に増やすことができ、北は青森から南は沖縄ま

で、これまでリーチできなかった受益者に情報を発信することができた。

・イベント開催 :前年に続き「年末活動報告会」を実施。前年同様の参加者数となり、評価も上々だった。

特にフィリピン取材の報告の機会としても非常に有意義だった。

<外部メディア発信>
・講演 :回数は前年に続き100回 を超えるとともに、のべ 20,000人以上の方に直接発信する機会を得る

ことができた。

・書籍執筆 :1冊の刊行と、1冊の重版、さらに企画開始した書籍も 1冊と、今年度も書籍を通して多く

の発信をすることができた。

・執筆 :媒体の入れ替わりはあったが、常時 8本以上の連載が維持できたが、件数としては前年度比で

80%となった。

・出演 :事業内で最も多くの受益者にリーチできるTBSテ レビ・サンデーモーニングヘの出演を継続で

きているのは、大きく評価できると思われる。その他、単発の出演などを含め前年度比で 20%増 となり

十分な成果が達成できたと言える。

▼次世代を担う発信者の発掘 。育成を行なう事業

<概要>
計画した事業は概ね実施できた。ただし、それぞれ企画立案の際に立てた目標が達成できなかった部分

や、内容の細かい部分で課題が残る結果となった。ただ総合すると参加者の評価は低くは無いので、来年

度以降もより良い形にアップデートしつつ継続していきたい。

<スタディッアー>
参加者数は目標を達成したものの、それ以外の項目は目標を下回つた。特にイベントレポートの PV数は

目標よりもかなり低く、コンテンツというよりは拡散の施策に問題があったように思う。来年度は実施

を見送る方向で考えており、その間にじっくり企画を練り直す、或いは大きく方向を転換することも視

野に検討していきたい。

<メ ディア発信者集中講座>
こちらの企画も参加者数以外の目標値は達成できず、特に PV数が伸びなったこともスタディツアー同

様。アンケートも前年度と比べても悪化してしまった。さらに会場費がかなりかかってしまったことも

今後の改善点と言える。新たに実施した懇親会は、参加者間の横のつながりと満足度の向上に寄与でき

た。



<その他>
コロナ前までは毎年行っていた認定 NPO法人国境なき子どもたち主催の友情のレポーターヘの職員の

派遣だが、今年は無事に実施することができた。

▼緊急人道支援活動を行なう事業

1月 に発生した能登半島地震の初動調査を行った。結果、直接的な緊急人道支援活動は行わなかったが、

現地の状況について発信を行った。また、平時においては緊急時に備え、引き続き他団体との関係構築を

行った。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【54,044】 千円)
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書式第 13号 (法第 28条関係 )

2023年度 活動計算書 (その他事業がム塾場合)
(2123年 2月 1日 ～2024年 1月 31日 )

事 業 報 告 用

"定
非営利渚●法人D

′|ヽ■・合計

30.000
3■ 000

正会員受取会費

国内外における社会問題を発信する事業収益
次 L代を担う発信者の発掘・育成を行なう事業収益
国内外での災害‐紛争等の緊急時における人道支援活動を行なう事業収益

0

3S.514.9,3受取軍円0
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通信運搬費
消耗品費
水道光魚費
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書式第 15号 (法第 28条関係)

2023年度 貸借対照表
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 Dialogue for people

2024年 1月 31日 現在
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式 16 28

2023年度  計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利量動法人Qi a」 ogue for Peo,lg

重要な会計方針
計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日  2021年 6月 9日 最終改正 NPO法人会計基準協議会)によってい
ます。
(1'相卸資産の評価基準及び評価方法
梱卸資産の評価基準は原価基準で行っています。

(2)消費税等の会計処理
消費税等の会計処理は、税込方式によっています

2.事 業別損益の状況
:円 )

管理部門 合計

国内外での災害・

紛争等の緊急時に
おける人道支援活
動を行なう事業

事業部門計
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.受取会費

.受取寄附金
・ 受取助成金等
.事業収益
.その他収益
経常収益計
Ⅱ 経常費用
(1)人件費
給料手当

役員報酬

賞 与
法定福利費

人件費計
(2)その他経費
コンテンツ制作費

アプリケーション
使用料

福利厚生費
業務委託費
謝金

会議費
交際費
旅費交通費
通信運搬費
消耗品費
水道光熱費
賃借料
地代家賃
保険料
諸会費
租税公課
新聞図書費
支払手数料
雑費
書籍等仕入高
(期末棚卸等含)
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印刷製本費
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施設の提供等の物的サービスの受入の内訳
なし

固定資産の増減内訳
なし

借入金の増減内訳
なし

役員及びその近親者との取引の内容

役員及びその近親者との取引は以下の通りです。

給料手当には使用人兼務役員分も含まれていますが、支給対象者数が少ないため個人情報保護の観点から金額の明

示を省略しています。

その他特定非営利活動法人の資産、負債及び正味財産の状態並びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な

事項

事業費と管理費の按分方法

事業費と管理費に共通する「全部門共通」の正会員受取会費、受取寄附金、受取利息、雑収益については、8:2に按分
し、更に事業費は「①国内外における社会課題を発信する事業」「②次世代を担う発信者の発掘・育成を行なう事業」
「③国内外での災害・紛争等の緊急時における人道支援活動を行なう事業」に7:2:1と して按分しました。

その他の事業に係る資産の状況

事業費と管理費に共通する「全部門共通」の経費については、8:2に接分し、更に事業費は「①国内外における社会課
題を発信する事業」「②次世代を担う発信者の発掘・育成を行なう事業」「③国内外での災害・紛争等の緊急時におけ
る人道支援活動を行なう事業」に7:2:1と して按分しました。また「事業費全般」に係る経費については、「①国内外
における社会課題を発信する事業」「②次世代を担う発信者の発掘・育成を行なう事業」「③国内外での災害・紛争等
の緊急時における人道支援活動を行なう事業」に7:2:1と して按分しました。



書式第 17号 (法第 28条関係 )

2023年度 財産目録
事 業 報 告 用

特定非営利活動法人Dialogue for people

2024年 1月 31日現在
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書式第 18号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

2023年度年間役員名簿 J泄蹴攪 EぢF雛騒詔,ξ琳編f昴1開:哲所並
特定非営利活動法人 Dialogue for People

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

Z以下の役員には、欠格事由者が含まれません。 (法第 20条関係)
□各役員について、親族の規定に違反していません。(法第 21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかにの

(フ リガナ)

氏   名

前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該 当者のみに記入 )

匡亘]・監事
サトウ ケイ

佐藤慧

2023年 2月 1日

2024年 1月 31日

2023年 2月 1日

2024年 1月 31日

匡ヨ・監事
サ トウ ナツキ

― ――――」  

佐藤菜津紀 (安

田菜津紀) |

2023年 2月 1日

2024年 l月 31日

年  月  日

年  月  日

匡ヨ・監事
ナカヤマ ダイス

. l

ケ

中山大輔

2023年 2月 1日

2024+年 1月 31日

年  月  日

年  月  日

匡ヨ・監事
イシカワ ボン

石川凡

2023年 2月 1日

2024年 1月 31日

年

年

月 日

日月

匡ヨ・監事
ザイマ フミヤ

在間文康

ヮ  ス 2023年 2月 1日

2024年 1月 31日

年  月  日

年 月

匡ヨ・監事
オザヮ イプキ

小澤いぶき
       

2023年 2月 1日

2024年 1月 31日

年

年

月   日

月   日

理事・[憂]
イシイ ヒロアキ

石井宏明

2023年 2月 1日

2024年 1月 31日

年

年

月   日

月   日

理事・匿∃
ウルマ タクロウ

潤間拓郎
  

2023年 2月 1日

2024年 1月 31日

年  月  日

年  月  日

日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人Dialogu e for Peoole

氏   名

1

佐藤慧

2

佐藤菜津紀 (安 田菜
紀)

3

中山大輔

4

石川凡

 

5

在間文康

6

潤間拓郎

  

7

石井宏明

8

赤倉優蔵

9

小澤いぶき

10

石川えり

11

伏見和子

 

12




